
【農林水産省所管法人に関する質問事項に対する回答】

（阿曽沼 臨時委員）

＜農畜産業振興機構＞

１ ２つの組織が合併しての組織化とのことであるが、予算の内の国費が44.9％から

46.6％に増大しているが、その理由は何か。

また、事業収入割合が低下しているのは何か。

（回答）

１ 平成１４年度予算４，９１６億円（事業団分と野菜供給安定基金分を含む。以下同 じ。）に

占める国費（２，２７１億円）の割合は４６．２％、１５年度予算３，７５７億円に占める国費（１，７

５０億円）の割合は４６．６％とわずかに（０．４％）増大しているが、これは、全体の支出予算額

が減少する中で、事業収入等の割合が低下したことに伴い、国費の割合が増加しているもの

である。

２ 事業収入割合が低下している理由は、平成１４年度においては、平成１３年９月に発生したB

SEの関連対策（平成１４年度１，４９６億円）を１３年度に引き続き緊急かつ集中的に行うことに

対応するため、通常４００億円程度であった事業収入等からの充当額を１，１３３億円とした

が、１５年度においては、BSE関連対策の規模が３９６億円と大幅に縮小されたことに対応し、

事業収入等も４３８億円と通常年に近づいたことによるものである。

（参考１）

２ 効率化には、組織のスリム化が必要と考えるが、25部・事務所、37課・出張所もあ

り、管理職ポストだけで72あり、職員数全体の30％にも及ぶが、細分化された部課構

成のスリム化の必要性はないのか。

（回答）

１ 当機構は、畜産物、野菜、砂糖及び蚕糸といった性質や制度の異なる４分野（対象農家戸

数約５０万戸）について、①畜産物の価格安定に関する法律等６本の法律に基づく経営安定、

価格安定のための補給金等交付業務、輸入調整業務、②補助金等適正化法の適用の下で、

緊急の事態に対応し、又は国の補助事業を補完し、機動的・弾力的に実施する補助業務、③

情報収集提供業務の３つの業務を７つの勘定に区分経理の上実施しており、この複雑多岐に

わたり、高度な専門性を有する業務を迅速かつ的確に処理するためには、意思決定の迅速化

と対外的・対内的な責任の所在の明確化が必要であること、

２ このように当機構は、業務の性格上現業部門を持たないことから、本来、非管理職の職員が

少なくならざるを得ないことに加え、累次の定員削減に対応するため、ＩＴ化等を進めるとともに

一般職員を可能な限り削減してきたことによるものであり、今後とも国民のニーズと課題に対

応した一層効率的で質の高い業務運営を行っていきたいと考えている。

（参考２、３、４）



（参考　1）

畜産関係業務の予算

（単位：億円）
　１２年度 　　１３年度 　１４年度 　１５年度

構成比 当初 構成比 変更後 構成比 構成比 構成比
支出予算 ２，２１２ ２，３８４ ３，３２５ ３，１０４ １，８８８

一般事業 ２，２１２ ２，３８４ １，７１９ １，６０８ １，４９２
BSE関連 ０ ０ １，６０６ １，４９６ ３９６

国費 １，８１４ ８２．０％ １，９６３ ８２．３％ ２，６４１ ７９．４％ １，９１４ ６１．７％ １，３９７ ７４．０％
事業収入等 ３７１ １６．８％ ３９９ １６．７％ ６６２ １９．９％ １，１３３ ３６．５％ ４３８ ２３．２％



（参考２）機構発足時以降の組織の再編 

 

１  平成１５年１０月に農畜産業振興事業団と野菜供給安定基金を統合

し独立行政法人化するに当たって、管理部門の重複を排除し、迅速

な意思決定を図るため、役員については常勤役員１６人を１０人に、

管理部門については４部９課・室を２部６課にスリム化し再編 

 

２  地方・海外組織については、平成１６年３月末に清水出張所を廃止

し、１７カ所から１６カ所に削減

 

３  独立行政法人化に伴い新設、強化した部門 

①業務に関する評価体制の充実、消費者の視点に立った情報提供の

確立及び情報化（IT）の推進を図るため、企画調整部を新設 

 

②横断的立場で業務執行を監査・監視する内部監査体制の充実・強

化が求められていた（平成１４年１２月１６日：法曹界、ジャーナリスト、

学識経験者、消費者代表からなる業務執行改善検討委員会の報

告書）ことから、事業団の総務部内にあった業務監査室を部と同格

の室として独立

 

４  このように、農畜産業振興事業団と野菜供給安定基金を統合し、独

立行政法人に移行するに当たって、組織の再編整備を行い、統合・

独法化前の１３部３４課・室から１２部・室３３課に削減しスリム化 



（参考３）機構業務の特色 

 

１  肉用子牛の生産者補給金の交付など価格安定等の業務について

は、国からの多額の財政支出や法令の規定に基づき関係者から徴収

した調整金等の公的な資金を財源に、計画的な財政支出と経済情

勢、農畜産業を巡る情勢、国際環境の変化等を踏まえた政策的要請

への的確な対応の両立を図るため、いわば国の代替機能を果たして

いる。 

 

２  補助事業については、例えば、ＢＳＥの発生や最近の鳥インフルエ

ンザの発生といった不測の事態に対しては、緊急な対応が必要となる

が、国自らの事業の場合、対策の発動のために補正予算の手続き等

が必要となり、必ずしも迅速な対応ができないため、こうした事態にも

機動的・効果的に対応していくという役割などを担っている。 

 

３  情報収集提供業務については、米国でのＢＳＥの発生の情報をいち

早く把握し、国に提供したように、公的視点に立ちつつ、機動的な対応

を行っている。 

 



 
（１）６本の法律に基づく経営安定、価格安定のための補給金 

等交付業務、輸入調整業務 

 

①牛肉・豚肉の価格安定制度 

---畜産物の価格安定に関する法律（昭和３６年法律第１８３号） 

②牛乳乳製品の価格安定制度 

  ---加工原料乳生産者補給金等暫定措置法（昭和４０年法律第 

１１２号） 

③肉用子牛生産者補給交付金制度 

---肉用子牛生産安定等特別措置法（昭和６３年法律第９８号） 

④野菜価格安定制度 

---野菜生産出荷安定法（昭和４１年法律第１０３号） 

⑤砂糖の価格調整制度 

---砂糖の価格調整に関する法律（平成１２年法律第１０７号） 

⑥生糸の輸入調整制度 

---生糸の輸入に係る調整等に関する法律（平成９年法律第６２号） 

 

 

（２）法律に基づく業務ごとの経理区分 

 

 ①畜産勘定、②野菜勘定、③砂糖勘定、④生糸勘定、⑤補給金等勘定、

⑥肉用子牛勘定、⑦債務保証勘定（廃止業務の残務整理） 

 

 



（参考４）

（１） 役員の削減関係

役職 事業団 野菜基金 計 機構

理事長 １ １ ２ １

常 副理事長 ２ － ２ １

理事 ７ ３ １０ ６

勤 監事 １ １ ２ ２

計 １１ ５ １６ １０

非 理事 ８ １０ １８ ０

常 監事 １ １ ２ ０

勤 計 ９ １１ ２０ ０

合計 ２０ １６ ３６ １０

（２） 管理部門の統合再編関係

（統合前） （統合後）

事業団 機構

総務部 総務課 総務部 総務課

人事課 人事課

業務監査室

（ ） （ ）経理部 経理第一課 畜産 経理部 経理第一課 畜産

（ ） （ ）経理第二課 蚕糖 経理第二課 野菜

（ ）資金課 経理第三課 砂糖

資金課

基金

総務部 総務課

経理部 経理課

資金課

４部 ９課・室 ２部 ６課

（ ）業務監査室 総務部から独立

企画調整部（新設）



（樫谷 委員）

＜各法人共通＞

○ 本日説明のあった法人の開始貸借対照表、資産評価委員会の資料は 「非公表」の、

取扱いであると聞いているが、公表することに支障があるのか。非公表とする合理的

理由を明示してほしい。

なお、これらの資料は、法律上、公表が義務付けられているものではないが、独立

行政法人については、できる限り多くの事項について積極的に公表することとされて

おり、特殊法人等から移行した独立行政法人については、移行に伴い、従前の資産、

負債が適切に承継されているか、それが中期目標期間中にどのように変化したか等を

評価の際に分析することが必要であり、また、これらは、国民の関心事項でもある。

（回答）

１ 開始貸借対照表、資産評価委員会の資料については、政策評価・独立行政法人評価委員

会事務局から提出依頼があったが、公表している資料について提出を求められているものと

理解していたため、これまで提出していなかったものであり、「非公表」という取り扱いにしてい

たわけではない。

２ しかしながら、公表については法人個々の事情があり、たとえば、法人によっては、重要な

財産（土地、建物）を処分する際に一般競争入札による場合、資産評価委員会等の資料より、

予定価格（評価額）を推察されるおそれがあり、一般競争入札の目的が損なわれるおそれが

ある等の理由で、公表することに支障がある場合もある。

３ 従って、基本的には、当該資料を公表すること自体は問題ないものと考えるが、その際は、

法人個々の事情も勘案する必要があると考える。



（縣 臨時委員）

＜研究関係法人共通＞

○ 基礎研究の重要性を十分に理解しているが、専門外の者として、農水省には、他省

に比して研究機関が数多く所属している、との印象を受ける。それら相互の研究分野

の関連性は、どのように捉えられるのか。

（回答）

農林水産業に関する研究は極めて多岐にわたるため、別個の専門性を有する法人がそれ

ぞれの研究分野ごとに農林水産研究基本目標に沿った研究を推進しており、必要に応じて法

人相互の連携協力を行っている。

（参考）○

農林水産省所管の独立行政法人の主な業務

○農業・生物系特定産業技術研究機構

・農業生産を支える技術開発に関する総合的研究 等

○農業生物資源研究所

・農業生物のライフサイエンスに関する基礎的研究 等

○農業環境技術研究所

・農業環境に関する基礎的研究 等

○農業工学研究所

・農業用水利施設等農業の生産基盤に関する研究 等

○食品総合研究所

・食品の加工・流通に関する研究 等

○国際農林水産業研究センター

・開発途上地域の農林水産業に関する研究 等

○森林総合研究所

・森林・林業に関する総合的研究 等

○水産総合研究センター

・水産に関する総合的研究 等



（木村陽子 政策評価分科会専門委員）

＜農業者年金基金＞

○ 資料27ページ

制度の普及推進について

・ 対象者のうちどれぐらいの割合が農業者年金に加入しているのか。

↓

・ 中期目標期間値の目標値をもっておられるか。

↓

もっておられないとした場合、その理由は何か？

（回答）

制度の普及推進について

１ 農業者年金の新制度への加入者数は、平成１５年度末で約８万人となっている。

新制度の加入対象者については、６０歳未満の国民年金法の第１号被保険者で年間６０日

以上農業に従事する者となっているが、農業者年金の政策年金としての性格も踏まえれば、当

面は、農業構造の展望（平成１２年３月２４日農林水産省公表）の中で示された効率的かつ安

定的な農業経営（家族農業経営）の３３～３７万程度ではないかと考えている。

２ 中期目標は、法人が達成すべき「業務運営」に関する目標である。これを独立行政法人農業

者年金基金（以下「基金」という。）の目的（農業者の老齢について必要な年金等の給付の事

業を行うことにより、農業者の老後の生活の安定及び福祉の向上を図るとともに、農業者の確

保に資すること）と照らしあわせると、基金の「業務運営」の中心は、既に加入している者及び

現に受給している者に対して年金等を給付する事業を着実に執行していくこと（業務運営の効

率化、サービスその他業務の質の向上）であると考えられる。このため、基金に係る中期目標

は、これに対応したものを中心としている。

おたずねの件については、

ア 農業者年金制度は任意加入の仕組みを採用しており、加入の意思決定はそれぞれの農

業者に委ねられていること。

イ 農業者は将来にわたって保険料を負担していけるかどうか等を勘案して、加入するか否

かを判断することとなるが、これは農産物価格の動向等が反映される農家経済の状況等

の外部要因に左右されるものであること。

から基金の努力だけでは如何ともし難い面があるため、加入者数や加入率を中期目標に位

置づけることは、適当ではないものと判断したものである。


